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準天頂衛星の打上げ計画



準天頂衛星の打上げ計画
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用

2-4号機体制の開発
整備 [内閣府]

7機体制に向けた追加３機の開発整備

[内閣府]

4機体制の運用
(GPSと連携した測位サービス)

[内閣府]

1機体制の運用
(初号機「みちびき」の維
持・運用)
[内閣府、総務省、文部科学省]

7機体制の
運用(持続測位)
[内閣府]

打ち上げ

初号機「みちびき」後継機の開発整備
[内閣府]

打ち上げ

打ち上げ



準天頂衛星地上システム整備

【主管制局】
監視局で受信したデータを元に、衛星の軌道と
時刻を計算し、衛星から送信する航法メッセージ
を作成して追跡管制局に伝送。

No. 局名 設置場所

1 常陸太田 常陸太田航空衛星センター

2 神戸 神戸航空衛星センター

【追跡管制局】
主管制局から送られた航法メッセージを無線信号
に変換して準天頂衛星に送信。

No. 局名 設置場所

1 常陸太田 常陸太田航空衛星センター

2 種子島 鹿児島県 県有地

3 沖縄1 JAXA沖縄宇宙通信所

4 沖縄2

5 久米島 久米島町有地

6 宮古島 宮古島市有地

7 石垣島 石垣市市有地

宮古島

石垣島

久米島

種子島

常陸太田

沖縄宇宙通信所

主管制局＆追跡管制局 配置マップ

オーストラリア上空32,000kmの準天頂衛星を継続
的に捕捉できる地理的条件等を満たす
場所に追跡管制局を設置することが必要。

日本
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政府の主な概算要求（H28年度）



政府の地理空間情報関連概算要求

平成27年度
（当初）

平成28年度
（概算要求）

増額分

GIS関連
（うち、国土交通省）

29,027

（16,608）
37,360

（18,327）
8,333

（1,719）

衛星測位関連
（うち、国土交通省）

15,910

（829）
20,775

（1,101）
4,865

（272）

総計
44,938

（17,437）
58,135

（19,428）
13,197

（1,991）

単位：百万円

【主な施策】
○実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用の推進（内閣府）
○地球観測衛星の継続的開発、利用実証等（文部科学省）
○地籍調査の推進（国土交通省）
○登記所備付地図作成作業（法務省）
○海域の地理空間情報の整備・提供（国土交通省）
○次世代地球観測センサ等の研究開発（経済産業省）



○測位衛星の補完機能(測位可能時間の拡大）、測位の精度や信頼性を向上させる補強機能やメッセー
ジ機能等を有する実用準天頂衛星システムを開発・整備します。

○「実用準天頂衛星システム事業の推進の基本的考え方」（平成２３年９月３０日閣議決定）において
、実用準天頂衛星システムの整備に可及的速やかに取り組み、具体的には、２０１０年代後半を目途に
まずは４機体制を整備するとされています。

○「宇宙基本計画」（平成２７年１月９日宇宙開発戦略本部決定）に基づき、平成２９年度の４機体制
確立、平成３０年度からのサービス開始に向けて開発・整備・運用を推進します。また、平成３２年度
に寿命が到来する初号機（みちびき）後継機について、今年度より開発に着手しているところ。さらに
持続的測位を可能にする７機体制確立のため追加３機について平成２９年度をめどに開発に着手し、平
成３５年度をめどに運用を開始します。

施策の概要・目的

進捗状況（スケジュール）

➁ 実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用の推進
【内閣府宇宙戦略室】

各省との連携

実用準天頂衛星システムの整備

○平成２４年度より開発中の準天頂衛星３機を平成２９年度までに打上げ、
４機体制を確立。平成３０年度からサービス開始（平成３２年度に初号機
設計寿命が到来する前に後継機を打上げ、継続的に４機体制を維持）。

○平成２９年度をめどに７機体制に向けた追加３機に開発着手。平成３５
年度をめどに７機体制での運用開始。

「宇宙開発利用の推進に関する
関係府省等連絡調整会議衛星

測位ＷＧ」及び「準天頂衛星開発
調整会議」

平成28年度概算要求額 18,875百万円

（２） 防災システムの構築、 （３） IT農林水産業の構築、 （４） 地域・中小企業活性化



○ 広域かつ高分解な地表観測を両立する陸域観測技術衛星２号「だいち２号」（以下、ＡＬＯＳ－２）や先
進光学衛星、先進レーダ衛星、全球の気候変動の影響を高頻度に観測する気候変動観測衛星（以下、ＧＣ
ＯＭ－Ｃ）について研究開発・打ち上げ・運用及び画像処理技術の高度化を進める。

○ また、これら広域・高分解能な観測データを迅速かつ高頻度に提供する体制を構築し、防災関係府省・自
治体等の効果的な防災活動や災害対応能力の向上に資する。

施策の概要・目的

昨年５月に打ち上げたＡＬＯＳ－２につい
て、災害発生時等に関係機関に観測データを速やかに提供。ＧＣＯＭ－Ｃ
は、平成２８年度打ち上げに向け開発を進める。両衛星の継続的な観測運
用により、防災関連府省おける防災・減災活動に貢献。先進光学衛星は、
平成３１年度打ち上げに向け、平成２７年度より開発に着手。先進レーダ
衛星は、平成３２年度打ち上げを目指し、平成２８年度概算要求に計上。

進捗状況（スケジュール） 各省との連携

災害発災時の緊急観測やデータ提供、
新たな解析手法について、内閣府（防
災）を中心とした防災関係府省・自治
体と連携を進める。

国土の利用、整備及び保全の推進、災害に強く持続可能な国土の形成

➅地球観測衛星の継続的開発、利用実証等 【文部科学省】

陸域観測技術衛星２号
（ＡＬＯＳ－２）の軌道上イメージ

気候変動観測衛星
（ＧＣＯＭ－Ｃ）の軌道上イメージ

（２） 防災システムの構築（屋内外避難誘導などを含む）

先進光学衛星の
軌道上イメージ

平成28年度概算要求額 9,355百万円、JAXA運営費交付金(125,402百万円)の内数



平成28年度概算要求額 ９４９百万円

施策の概要・目的

進捗状況（スケジュール）

➁ 次世代Ｇ空間社会の構築（Ｇ空間2.0）事業 【総務省】

平成26年度 平成27年度 ～平成30年度
準天頂衛星4機体制

～平成32年度
東京オリンピック・パラリン

ピック開催

各省との連携

国土の利用、整備及び保全の推進、災害に強く持続可能な国土の形成
（１） G空間情報センターの構築、（２） 防災システムの構築、 （５） 海外展開

【新たな課題】
・実稼働に係る環境整備や運用ルールの策定が必要
・火山、雪害などの災害への対策が必要

Ｇ空間２.０の実現に必要な取組み

２ Ｇ空間情報センターの共通基盤化を徹底するためのルール整備

３ Ｇ空間２.０の社会実装に向けた ビジネスモデルの確立

４ 成功モデルのアジア・太平洋諸国等への海外展開

１ Ｇ空間情報を活用した幅広い分野での大規模な社会実証

Ｇ空間シティ
構築事業実施

Ｇ空間防災システ
ムとＬアラートの連
携推進事業実施

・Ｇ空間防災ｼｽﾃﾑの
構築
・新産業・サービスの
展開に資する実証

・Ｇ空間防災システム
の国内外への展開
・新産業・サービスの
創出の促進

○概要
多様な分野におけるＧ空間情報の利活用が本格化する環境が
整いつつある中、「Ｇ空間情報センター」を活用した、防災、
農林水産業、観光、医療福祉、物流、社会資本、行政の効率
化・高度化など、幅広い分野での大規模な社会実証を産学民
官により実施する。

○目的
2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催に向けて、
Ｇ空間×ＩＣＴ（Ｇ空間情報のＩＣＴによる高度な利活用）
によるＧ空間防災システム等及びＧ空間プラットフォーム構
築の成果を踏まえ、2016年度より運用を開始する多様な位置
データを集約したＧ空間情報センターと、2018年度に４機体
制を確立する準天頂衛星等の宇宙インフラを組み合わせ、多
様な分野で新たな産業やサービスを実現する。

Ｇ空間×ＩＣＴ推進会
議等の場を通じて、国
土交通省等の関係省庁
と連携

新規施策



施策の概要・目的

国土の利用、整備及び保全の推進、災害に強く持続可能な国土の形成

平成28年度以降：Twitterを活用した浸水・土砂災害の兆候や発生地域を推定する仕組
みを構築するとともに、得られた情報をDiMAPSを活用して災害
対応関係者と共有するなど、災害対応へ順次導入していく。

本施策で集約した情報等につい
て関係府省と情報共有を図る。
【内閣府（防災）ほか】

進捗状況（スケジュール） 各省との連携

Twitterを活用して浸水・土砂災害の兆候や発生地域を推定し、情報が不足しがちな災害対応
初動時の情報収集を充実させることにより、災害対応の強化を図る。

平成28年度概算要求額 河川事業費等の内数

DiMAPSイメージ 刻々と変化するリアルタイムの被災状況等の
情報を追加し、DiMAPSの機能を充実

ツィート情報から、浸水・土砂災害の
兆候や発生地域を推定し、災害対応関
係者で共有

15/06/11 12:04:28 熊本＠~~~ 雨嫌い天草のみんな大丈夫～？？自宅
の裏で土砂崩れが起きた！近くでは冠水もしているみたいで心配です。。。
http://t.co/~~~/

雨嫌い天草のみんな大丈夫
～？？自宅の裏で土砂崩れが
起きた！近くでは冠水もしてい
るみたいで心配です。。。

【ツイートのイメージ】

（２） 防災システムの構築

➆ 基盤地図情報・３次元の精密標高データ等と被災状況等を電子地図上で重ね合わせ分析、
共有できる統合災害情報システム（DiMAPS）の運用 【国土交通省】



平成28年度概算要求額 116百万円

施策の概要・目的

進捗状況（スケジュール）

➀ Ｇ空間情報の円滑な流通促進に向けた検討 【国土交通省】

各省との連携

■ 整備手法等の検討

社会的なニーズが高いにもかかわらず、これまで
十分に整備・更新されていない地理空間情報

■ 実証を通じた
成功モデルの見える化

登録

…

地
図
、
統
計
情
報
、
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
、

航
空
写
真
、
イ
ン
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情報提供者

各省庁

地方
公共団体

民間企業

大学

デ
ー
タ
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入
手

・
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

Ｇ空間情報センター

デ
ー
タ
の
検
索 データ

入手支援

データ
変換・編集デ

ー
タ
の
登
録

・登
録
支
援

データ
加工・解析

（平成28年度から本格運用開始を予定）

地理空間情報の
円滑な流通促進

Ｇ空間情報センターの利活用の促進、
機能拡充

既存の地理空間情報とあわせることで・・・

 社会的なニーズが高いにもかかわらず、これまで十
分に整備・更新されてこなかった地理空間情報につ
いて、その効率的な整備・活用手法等にかかる実証
事業を大学や自治体等と連携して実施し、効率的な
整備を促進する。

 実証事業によって新たに作成したデータについては、
平成28年度に設立されるＧ空間情報センターにオー
プンデータとして登録し、既存の地理空間情報とあわ
せてその整備・活用手法の公表・周知を行うことで、
効率的なデータ整備・活用手法の普及を図り、地理
空間情報の効率的な収集・更新及びそれを活用した
社会的課題の解決の拡大を図る。

基礎的な地図情報等の整備・更新
（１） G空間情報センターの構築

関係省庁と連携し、Ｇ空間情報
センターの利活用を促進

～平成30年度：Ｇ空間情報センターの情報拡充
（平成28年度よりＧ空間情報センターの本格運用開始）

～平成32年度：民間等様々な主体により多様なサービスが提供されている状況を実現

地理空間情報の効率的な収集・更新及びそれを活用した社会的課題の解決の拡大を図るため、
新たなモデルで生成する地理空間情報を活用した実証事業を実施し、成功モデルを示すととも
に、生成したデータをＧ空間情報センターに登録し、流通促進を図る。

新規施策



施策の概要・目的

⑤ 基盤地図情報・電子国土基本図の整備・更新【国土交通省】

基礎的な地図情報等の整備・更新
（１） G空間情報センターの構築

進捗状況（スケジュール） 各省との連携

電子国土基本図を各種電子
地図のベースとして活用す
ることを推進
【内閣官房はじめ各省庁】

電子地図上の位置の基準として共通に使用される基盤地図情報及び国土管理等に必要な情報を
付加した国の基本図である電子国土基本図を整備・更新する。

基盤地図情報の項目（イメージ）

 電子地図上における地理空間情報の位置を定めるための基準とな

る測量の基準点、海岸線、道路縁、軌道の中心線、建物の外周線、

市町村界等の国土交通省令で定めるものの位置情報を指す。

 都市計画基図や国の機関等が整備する工事図面等を活用し、電子

国土基本図と一体的に整備・更新

 基盤地図情報に加え、国

土管理等に必要な構造物、

土地の状況等の情報を含

んだ地図情報

 現在の我が国の国土の状

況を示す最も基礎的な地

図。

 国及び地方公共団体の公

共施設整備者・管理者など

と連携し、新鮮で高精度な

情報として整備・更新。

 Web等により広く一般に公

開。

基盤地図情報 電子国土基本図

平成28年度概算要求額
1,440百万円

着実かつ迅速な基盤地図情報及び電子国土基本図の整備、更新及び
提供を引き続き実施。



平成28年度概算要求額 1,500百万円の内数
➀ 先端ロボットなど革新的技術の開発・普及【農林水産省】

新たなサービス・産業の創出
（３） IT農林水産業の構築

施策の概要・目的

○引き続き研究開発を推進するとともに、平成27年度は、衛星情報を活用した農業機械の走行作業アシス
トシステムの現場実証のほか、有人－無人協調作業システムを導入した作業体系の確立に向けた導入実
証を実施し、費用対効果の検証、安全性の確保等の課題解決を進めているところ。平成28年度以降も引
き続き取組を推進していく予定。

進捗状況（スケジュール） 各省との連携

○関係府省と連携し、研究開発及
び導入実証を実施する予定。

２ 農林水産業におけるロボット技術導入実証事業
ロボット技術の実用化を加速するため、農林水産分野において新たに開発

されたロボット技術の導入実証を支援し、生産性向上等のメリットを実証す
るとともに、生産現場に合わせた改良、ロボット技術・ＩＣＴと栽培技術を
組み合わせた新たな技術体系の確立などを支援します。

また、農業機械の自動走行やドローン等を活用した農薬散布等の安全性確
保のルールづくりなど、生産現場へのロボット導入促進に向けた基盤づくり
を支援します。

ロボット技術など革新的技術の導入による生産性の飛躍的な向上のための研究開発・導入実証等を支援。

作業ピーク時の有人－無人
協調作業を実現するRTK-GPS
自動走行システム

事業実施主体：民間団体等

大規模導入実証の取組例

効率的な作業や経験の少ない
者の作業などを可能にする
走行・作業アシストシステム

１ 農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業（ロボット研究開発型）
ロボット技術、衛星情報等の最新の技術シーズを活用しつつ、農林水産

業・食品産業現場で直面する課題解決に役立つロボットの研究開発を推進。

委託先：民間団体等

新規施策



➁ 森林情報のデータ形式の標準化、将来の資源量予測等のシミュレーション技術の開発等【農林水産省】

施策の概要・目的

平成25～26年度：都道府県・市町村・林業事業体の既存システムの実態調査を実施し、標準仕様を検討するともに、仕様
に基づくシステムを開発し、実証。

平成27年度 ：木材需要者の木材調達業務実態調査を実施し、標準仕様・実証システムを検証・改善。
平成28年度 ：航空レーザ等の活用事例調査を実施し、標準仕様・実証システムを検証・改善。
平成29年度 ：仕様・データ形式の標準化完了。実証システムの開発完了。航空レーザ等により、取得したデータの解

析及び利活用モデルの検証。
平成32年度 ：開発した成果を利用して全ての地域森林計画が作成されるとともに、現場の施業集約化にも活用される。

進捗状況（スケジュール） 各省との連携

新たなサービス・産業の創出

○総務省及び経産省において
取りまとめたクラウドに関す
るガイドライン等を活用。

○総務省と連携して、森林
データの高度利活用を図る。

（３） IT農林水産業の構築

現状・課題 地
域
ニ
ー
ズ
・現
況
を
踏
ま
え
た
実
効
性
の
高
い
森
林
計
画
の
策
定

森
林
施
業
の
集
約
化
・国
産
材
の
安
定
供
給
体
制
の
構
築

• 森林に関するデジタルデータの情報量
が急増しているが、自治体、事業体が
それぞれ独自のデータ形式で森林情
報を所有・蓄積しており、情報の共有に
手間・コストが発生

• 施業の集約化や、需要者ニーズに応
えた国産材の安定供給体制を早急に
構築し、林業を成長産業化するために
は、詳細な森林資源情報や地形情報
を効率的に利活用する必要

• 森林の持続的な維持管理のためには、
正確な森林情報を活用し森林の現況・
将来の姿の効率的な分析・評価を行う
ことが必要

森林の現況調査データや所有者情報など森林関連情報を効率的かつ安全に利活用するため、森林情報システムの仕様・データ形式の標準
化や、実効性の高い森林計画を作成し、持続的な森林経営が可能となるシステムの開発に対して支援。

平成28年度概算要求額 138百万円

実証システムの開発
○共有化や個人情報保護を考慮にいれた整備・保守コストの低廉な簡易
なシステム
○森林資源の状況や作業体系に応じた効率的な路網・伐採計画、将来の
資源予測が可能なシステム
○木材需要者が需要に応じた木材を適時・適量に調達するための分析が
可能となるシステム
○航空レーザ等の新たな技術により、詳細な森林資源情報や地形情報、
路網情報を効率的かつ正確に把握し利活用するモデルを構築し、検証

森林情報システムの仕様、データ形式の標準化
○森林情報、他分野における地理空間情報の活用を踏まえた森林関連情
報のデータ形式の標準化

○森林分野でのクラウド技術の活用方策を踏まえた、森林クラウドシステム
の仕様の標準化

○セキュリティの基準や相互運用性を確保するための基準等ガイドラインの作
成

森林情報高度利活用技術開発事業

施業の集約化、森林資源の管理のため、森林情報を共有するシステムを確立



④ 歩行者移動支援の普及・活用の推進 【国土交通省】 平成28年度概算要求額 53百万円

施策の概要・目的

進捗状況（スケジュール） 各省との連携

安全・安心で質の高い暮らしの実現
（４） 地域・中小企業活性化

〇最新技術情報を相互
に共有（総務省）

■歩行者移動支援に資する各種データのオープンデータ化

クラウド
（オープンデータ）

駅情報、バス情報
タクシー乗り場等

トイレ情報
／その他

基盤地図情報

交通事業者 地方自治体 国土地理院

オープンデータを提供する多様なデータ所有者

大学 地域団体・観光団体 NPO等

施設情報／
文化施設等

民間企業

歴史的施設／宿泊施
設／観光施設 等

銀行、医療機関、
商業施設 等

公共施設情報、学校、
図書館、集会所、防災
情報、道路情報 等

JR Tickets

Airport Term
inal 2 Sta.

JR Checking

Airport Term
inal 2 Sta.

bureau de renseignem
ents

Du siehst dann den Bahnhof.

サービス提供者 サービス利用者

企業／NPO／観光協会／個人
等 個人

（国）
民間事業者等

（企業／NPO／観光協会／個人等） 個人

観光地等 競技会場

          

             

目的地へシームレスに移動

多言語で場所に
応じた観光案内

競技会場の自分
の座席まで案内

例えば、障害者や高齢者、
ベビーカー等が楽に移動
できる段差の少ない経路
を案内

主要駅

空港

アプリ

屋内外問わず、

自分の位置、目的地
までの経路が
詳細にわかる

■2020年目処に実現するサービスのイメージ

2020年東京オリパラ競技大会も控え、訪日外国人や高齢者、障害者なども含め誰もがストレス無く自由に活
動できるユニバーサル社会の構築に向け、ICTを活用した歩行者移動支援サービスの普及促進を図る。

平成26年度：有識者委員会を設立し、普及促進に向けた検討を実施
平成27年度：有識者委員会の提言とりまとめ

提言を踏まえ、オープンデータ化等の取組を開始
～平成30年度：オープンデータ環境の整備
～平成32年度：民間等様々な主体により多様なサービスが提供されている状況を実現
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○少子高齢化・人口減少などにより、離島・過疎地における物流網の維持が
将来困難になるおそれがあります。無人航空機の活用による物流分野にお
ける省人化・コスト削減は、このような社会課題を解決する決め手となる
ことが期待されます。

○平成３０年度に４機体制による本格運用が予定される準天頂衛星を活用す
れば、精度の高い無人航空機を利用した輸送が可能になると考えられます。

○こうしたことから、準天頂衛星を活用した無人航空機による離島等への安
全な物流の実現に向けた各種データを収集するための飛行実証を行います。

平成28年度概算要求額 １，８５０百万円の内数

施策の概要・目的

進捗状況（スケジュール）

➆ 無人航空機ＩｏＴ事業
（ＩｏＴ推進のための社会システム推進事業の内数） 【経済産業省】

○内閣府（準天頂衛星の整備）

各省との連携

～平成30年度
準天頂衛星4機体制

～平成32年度
東京五輪開催

離島等における実証 事業化

新たなサービス・産業の創出 新規施策
（４） 地域・中小企業活性化



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismGeospatial Information Authority of JapanMinistry of Land, Infrastructure, Transport and TourismGeospatial Information Authority of Japan

G空間プロジェクト



G空間プロジェクト

自由民主党G空間情報活用推進特別委員会（新藤義孝委員長）にて、以下の分
野について政府の積極的な取り組みが求められた。

○ G空間情報センターの構築

○ 防災システムの構築

○ IT農林水産業の構築

○ 地域・中小企業活性化

○ 海外展開

社会実証事業として推進
（G空間シティ構築事業：総務省

G空間社会実証プロジェクト事業：国土交通省）



G空間プロジェクト関連予算（平成28年度概算要求）1

G空間情報センターの構築

＜オープンデータ等の利活用＞

⑧ 公共データの横断的利活用促進のための実証実験等の実施 【総務省】

オープンデータ・ビッグデータ利活用推進事業費（480百万円）の内数

H28も継続的にオープンデータ化推進・アプリケーション開発の環境整備

H28から運用開始、情報拡充

新規施策① G空間情報の円滑な流通促進に向けた検討 【国土交通省】 116百万円

H28も継続的に整備更新

⑤ 基盤地図情報・電子国土基本図の整備･更新【国土交通省】 1,440百万円

H28も継続的に整備提供⑥ 海域の地理空間情報の整備・提供 【国土交通省】 2,420百万円

H28も継続的にデータ拡充を推進③ 統計GISの充実 【総務省】 54百万円

H28以降、運用管理を実施

⑦ 大気汚染等の環境データの情報配信等を行う大気環境監視システム整備・運用【環境省】

160百万円

＜基盤情報整備＞

H30までに各種地質情報をシステム配信

④地質情報の整備 【経済産業省】

国立研究開発法人産業技術総合研究所運営費交付金（64,028百万円）の内数

新規施策② 次世代G空間社会の構築（G空間2.0）事業 【総務省】 949百万円

Ｈ28からＧ空間防災システムの実装等に向けた社会実証を実施

＜Ｇ空間情報センター（H28年度運用開始予定）の活用促進＞



G空間プロジェクト関連予算（平成28年度概算要求）2

＜G空間情報を活用した屋内外避難誘導＞

新規施策➃ 次世代G空間社会の構築（G空間2.0）事業 【総務省】 （再掲） 949百万円

Ｈ28からG空間防災システムの実装等に向けた社会実証を実施

防災システムの構築

H30から4機体制、H35（目途）から7機体制でのサービス提供

➁ 実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用の推進 【内閣府】 18,875百万円

H30までにシステム運用開始

➂ プローブ情報の活用による災害時の交通情報サービス環境の整備 【警察庁】 29百万円

H28も継続的に運用、次期システムの構築を検討

➀ 総合防災情報システムの整備と運用 【内閣府】 341百万円

H28も継続的に運用

➄ 緊急消防援助隊動態情報システム及びヘリコプター動態管理システムの整備・運用

【総務省】 126百万円

➅ 地球観測衛星の継続的開発、利用実証等 【文部科学省】

9,355百万円、JAXA運営費交付金（125,402百万円）の内数

Ｈ28は衛星の開発、打ち上げ、運用を実施

H28も継続的に運用

➆ 基盤地図情報・３次元の精密標高データ等と被災状況等を電子地図上で重ね合わせ分析、

共有できる統合災害情報システム（DiMAPS）の運用 【国土交通省】 河川事業費の内数

H28以降、実証成果展開

⑧ 高精度測位技術を活用したストレスフリー環境づくりの推進 【国土交通省】 150百万円

＜G空間情報を活用した防災システムの高度化＞



G空間プロジェクト関連予算（平成28年度概算要求）3

IT農林水産業の構築

＜その他＞

H28も継続的に仕様・システムの検証・改善を実施

➁森林情報のデータ形式の標準化、将来の資源量予測等のシミュレーション技術の開発等

【農林水産省】 138百万円

H28は研究開発・導入実証を実施

新規施策➀先端ロボットなど革新的技術の開発・普及 【農林水産省】 1,500百万円の内数

H28は検討、調査を実施

③ 宇宙に関連した新産業及び新サービス創出等に関する調査 【内閣府】 80百万円

H28は情報収集を実施新規施策

⑥我が国周辺水産資源調査・評価推進事業のうち人工衛星・漁船活用型漁場形成情報等収集分析事

業【農林水産省】 2,050百万円の内数

H28も継続的に技術開発を実施

⑤赤潮・貧酸素水塊対策推進事業のうち人工衛星による赤潮・珪藻発生等の漁場環境観測・予測手

法の開発【農林水産省】 220百万円の内数

H30から4機体制、H35（目途）から7機体制でのサービス提供

④ 実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用の推進 【内閣府】 （再掲） 18,875百万円

＜G空間情報を活用したシステムの開発＞



G空間プロジェクト関連予算（平成28年度概算要求）4

＜観光・安全安心なまちづくり＞

地域・中小企業活性化

③ 高精度測位技術を活用した公共交通システムの高度化に関する技術開発 【国土交通省】

30百万円 H29まで技術開発を実施

④ 歩行者移動支援の普及・活用の推進 【国土交通省】 53百万円

H30までオープンデータ環境整備

＜サービス産業の創出＞

H28以降、実証成果展開

② 高精度測位技術を活用したストレスフリー環境づくりの推進 【国土交通省】（再掲）

150百万円

H29まで技術開発を実施

⑤ 3次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現のための技術開発 【国土交通省】

89百万円

H30まで実証を実施新規施策➆無人航空機IoT事業 【経済産業省】 1,850百万円の内数

H28は検討、調査を実施

➅ 宇宙に関連した新産業及び新サービス創出等に関する調査 【内閣府】（再掲） 80百万円

H30から4機体制、H35（目途）から7機体制でのサービス提供

① 実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用の推進 【内閣府】 （再掲） 18,875百万円



G空間プロジェクト関連予算（平成28年度概算要求）5

海外展開

＜国際連携事業＞

H28以降、製造・試験・打ち上げを実施

➂ 超高分解能合成開口レーダの小型化技術の研究開発【経済産業省】 500百万円

H28も海外展開を推進➀ 宇宙システムの海外展開に関する調査 【内閣府】 100百万円

H28も継続的に実施

➄ 「センチネルアジア」プロジェクトの推進による衛星データの提供 【文部科学省】

JAXA運営費交付金（125,402百万円)の内数

Ｈ28も継続的に人材育成の取組みを実施

➃ 国際的な宇宙開発利用の進展と人材育成のためのプログラム 【文部科学省】

宇宙航空科学技術推進委託費（485百万円)の内数

新規施策➁ 次世代G空間社会の構築（G空間2.0）事業 【総務省】 （再掲） 949百万円

Ｈ28は海外展開モデルの検討・実証を実施

＜海外展開支援＞



G空間プロジェクト社会実証事業（H26年度）

北海道岩見沢市 秋田県大館市、鹿角市

高精度測位やビッグデータを活用した農業生産性
向上等に資する実証事業

東北大学災害科学国際研究所 高知県、高知市、
宮城県石巻市、東松島市、静岡県静岡市

リアルタイム津波浸水･被害予測･災害情報配信による
自治体の減災力強化の実証事業

湘南広域都市行政協議会
神奈川県藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町

レジリエントシティ湘南 ～時間や季節に応じた
人的被害予測及び人やモノの位置に応じた情報
伝達・制御で実現するＧ空間防災モデル事業～

人吉市 熊本県人吉市、鹿児島県
伊佐市、湧水町

Ｇ空間技術を活用した地域連携型防
災まちづくり実証事業

（株）横須賀テレコムリサーチパーク
神奈川県横須賀市、東京都豊島区

オープンデータによるＧ空間地域プラット
フォーム整備事業（バリアフリーナビ等）

久米島町 沖縄県久米島町、
石垣市、与那国町
沖縄離島Ｇ空間シティ構築事業
（災害、観光等）

（公財）京都高度技術研究所
京都府京都市、滋賀県大津市

多様なバリア情報のオープンデータ活用によるオープンイノ
ベーションとシームレスな３次元のバリアフリーナビゲーショ
ンによって創造する新たな観光移動スタイル革新の実証

立命館大学
大阪府大阪市、愛知県名古屋市、東京都

被災に伴い制限された通信環境下における、
地下街を含む情報伝達・避難誘導支援の実現

徳島県 徳島県、美馬市

戦略的災害医療“Ｇ空間”プロジェクト

北九州市 福岡県北九州市、直方市、
行橋市、香春町、苅田町

災害時の「電力確保」まで想定した世界
最先端のＧ空間防災モデルの構築

Ｇ空間交通マネジメント協議会
名古屋大学 東京都台東区
G空間情報を活用した自転車利用者向け
サービス

長野県山岳Ｇ空間プロジェクト協議会
長野県等

Ｇ空間社会における山岳遭難防止対策モデル構築事業

移動者向け災害情報提供協議会
静岡県、特定非営利活動法人ITS Japan等

移動者向け災害情報提供プロジェクト

タイ
アジア/太平洋地域における準天頂衛
星の高精度測位サービス実証事業

オーストラリア

アジア・オセアニア地域における準天
頂衛星のメッセージ機能の活用等に関
する調査（防災への利用）

オーストラリア
海外における準天頂衛星システムの
高度測位信号の利用に係る電波の有
効利用に関する調査（農業への利用）

農林水産業
農作業ロボットの開発等
森林情報データ標準・予測シミュレーション
人工衛星による漁場環境観測手法の開発

海外人材育成

宇宙人材育成のための大学
連携国際教育プログラム

総務省事業

国交省事業

経産省事業

事業中心地域

文科省事業

農林省事業

Ｇ空間プラットフォームの開発・実証

運用ルールの検討等

Ｇ空間情報センター

SPAC（一般財団法人衛星測位利用推進センター）の資料を基に推進会議事務局にて作成



G空間プロジェクト社会実証事業（H27年度）

（株）テレビ埼玉
埼玉県川口市、所沢市等
地域住民に対する防災情報とエネルギー供給情報
を、データ放送とWEBアプリを使って地図および多
言語で伝達する手法の実証

Ｇ空間活用インバウンド情報通信協議会
東京大学
東京空港交通（株）運営空港リムジンバス 首都圏

Ｇ空間情報を活用したインバウンド安心安全・
観光情報提供サービス

標識・サインを活用したプッシュ型情報提供
検討協議会 沖電気工業（株） 横須賀市

プッシュ型情報提供の仕組みと準天頂衛星を
活用した津波災害情報の提供による自律的避
難行動の支援

タイ
アジア/太平洋地域における準天頂衛
星の高精度測位サービス実証事業

オーストラリア

海外における準天頂衛星システムの
活用に関する市場調査

農林水産業
農作業ロボットの開発等
森林情報データ標準・予測シミュレーション
人工衛星による漁場環境観測手法の開発

海外人材育成
国際的な宇宙開発利用の進展と
人材育成のためのプログラム

総務省事業

国交省事業

経産省事業

事業中心地域

文科省事業

農林省事業

Ｇ空間プラットフォームの開発・実証

運用ルールの検討等

Ｇ空間情報センター

東北大学、災害科学国際研究所
高知県、高知市、石巻市
リアルタイム津波予測システムとLアラートの連携
による「津波Lアラート」の構築と災害対応の高度
化実証事業

立命館大学
東京都、名古屋市、大阪市

Ｇ空間地下街防災システムの高度化・実証と
普及・展開

（株）エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所
宮崎県、都城市等県下自治体

防災クラウド情報システムの標準策定事業

徳島県 徳島県

被害シミュレーションとデジタル道路地
図(DRM)の融合等による災害対応業
務即時支援プロジェクト

九州大学
球磨川流域（熊本県人吉市）
Ｇ空間防災システムの高度化及び地理空間情報
プラットフォームとＬアラートを利用した「新たなメ
ディア」の創出

（株）ケー・シー・エス九州支社
福岡県福岡市
災害時の迅速な避難支援に向けた災害・避難情
報及び交通機関運行情報の一体提供システムの
構築

日本電気（株）
香川県坂出市
情報入力端末機能拡張に伴う行政無
線卓と県防システムへの同報通知の
実証事業

奈良県立医科大学
奈良県内市町村
奈良県における住民及び旅行者を対
象としたＬアラート情報伝達に関する
実証事業

北九州市
福岡県北九州市、直方市、行橋市、香春町、苅田町

Ｇ空間防災システムの高度化及び地理空間情報プラット
フォームとＬアラートを利用した「新たなメディア」の創出

九州G空間情報実践協議会
パシフィックコンサルタンツ（株） 熊本県人吉市等

ICTとＧ空間情報を活用した効率的な公共建築物
用材の抽出から搬出・輸送までのプロセス構築

SPAC（一般財団法人衛星測位利用推進センター）の資料を基に推進会議事務局にて作成
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G空間情報センター



G空間情報センターの役割とメリット

○社会的な課題解決にG空間情報の活用を推進する。
○散在するG空間情報の流通を円滑に促進する。
○G空間情報の精度・鮮度の向上を図る。

G空間情報センターの社会的役割

G空間情報センターを利用するメリット

情報利用者
○効率的な情報の収集や所在の確認ができる。
○高度な情報を使いやすい形で入手できる。
○信頼性の高い情報が入手できる。
（情報の信憑性を容易に確認できる。）

情報保有者
○センターの資源を用いた情報発信や、問い合わせ対応に要する負担を
軽減できる。

○発信する情報を広く活用してもらえる。



G空間情報センター構想に関する検討体制

○構成員：産業界10機関、学界10名、官22部局・機関
○事務局：内閣官房副長官補（内政・外政担当）付

国土交通省国土政策局
国土交通省国土地理院

○目的：産学官が連携し、研究開発のより効果的な推
進に貢献

○目的：技術動向等に関する情報共有と、今後の取
組の方向性の意見交換を実施

○構成員：産業界69機関、学界6名、官（国）20部
局・機関、官（独法）8機関、官（地公
体）3団体

○幹事：
産） (財)衛星測位利用推進ｾﾝﾀｰ 吉田本部長

ＬＣＤＭ推進フォーラム 礒部元事務局長
学） 名古屋大学大学院環境学研究科 福和教授

東京大学空間情報科学研究ｾﾝﾀｰ 柴崎教授
官）内閣府政策統括官（科学技術政策・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

担当）付
内閣府政策統括官（防災担当）付

○構成員：産業界21機関、学界7機関、
官（国）15部局・機関、官（独法）8機関

○幹事：
産）(社)日本測量協会 瀬戸島専務理事
学）東京大学 浅見教授（GIS学会・学会長）
官）内閣官房内閣参事官（内閣官房副長官補付）

国土交通省国土政策局
国土交通省国土地理院

○目的：地理空間情報に係る課題認識と情報の産学官での共有
を図り、地理空間情報の効果的な活用を推進

地理空間情報の共有と相互利用に関する専門部会

○構成員：産業界11機関、学界11名、官14部局・
機関

○幹事：
産）(財)衛星測位利用推進ｾﾝﾀｰ 吉田本部長
学）東京大学空間情報科学研究ｾﾝﾀｰ 柴崎教授
官）内閣府政策統括官（科学技術政策・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ担

当）付
国土交通省国土政策局
国土交通省国土地理院

技術検討チーム 運用ルール検討チーム 実証実験検討チーム

地理空間情報産学官連携協議会
全体会議

共通的な基盤技術に関する研究開発
ワーキンググループ(研究開発WG)

防災分野における地理空間情報利活用推進のための
基盤整備ワーキンググループ （防災ＷＧ）

Ｇ空間ＥＸＰＯに関するワーキンググループ
（ＥＸＰＯＷＧ）

○目的：地理空間情報を容易に検索、入手、利用できる環境の整備に
向けた検討を実施

○構成員：【部会長】柴崎教授(東京大学空間情報科学研究ｾﾝﾀｰ)
ほか13名

○事務局：
国土交通省国土政策局国土情報課
国土交通省国土地理院企画部地理空間情報企画室

○目的：メタデータ等技術的ルールの検討 ○目的：情報交換ルール等に関する検討 ○目的：実証実験の円滑な実施のための検討

○目的：Ｇ空間EXPOの開催内容や運営方法等を検討

平成24年10月設置
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※システムは総務省「G空間プラットフォーム開発・実証事業」の成果を活用



■提供情報
＜災害発生時・応急時＞
•被害状況
•オペレーション状況（サービス供給範囲）

■提供情報
＜平時＞
•運行情報
•車内混雑状況
•バスプローブ情報

＜災害発生時＞
•運行情報

■提供情報
＜災害発生時・応急時＞
•通行実績

■入手したい情報

＜災害発生時・応急時＞
•交通規制
•道路啓開
•火災現場（航空写真）

■提供情報
＜災害発生時＞
• 内閣府防災が収集・集

約したデータのうち公開
可能なものをインターネ
ットで提供を検討中

■入手したい情報
•市町村単位の被害情報
•交通規制情報

•道路啓開
•ライフライン被害情報
•通行実績（入手予定）

■提供情報
＜平時/災害発生時
/応急時＞
•交通規制情報

■入手したい情報
＜平時＞
•プローブ情報、人の流れ
＜災害発生時/応急時＞
•ライフライン被害状況
•通行実績

■入手したい情報
•ライフライン被害状況
•通行実績
•交通規制情報
•道路啓開
•災害、気象情報
•災害履歴
•市町村等公的機関が提供する情報
•ガソリンスタンド、日用品などの供給可能状況
•避難所の開設情報、物資や医療班の有無などの状況
•SNSなどリアルタイム性の高い、かつピンポイント情報

Ｇ空間情報センター

国
（内閣府防災）

ライフライン事業者
（ガス）

公共交通事業者
（バス、鉄道等）

ナビゲーション事業者

情報配信事業者・情報利用者

地方自治体
（道路管理部局）

■提供条件
○震度6弱以上発生時の震度5強の１次
メッシュの範囲

○データ提供は災害対応関係者のみ（利
用者、利用目的などの申請が必要）

■提供条件
○有償、利用規約等
に基づく

■提供条件
○地方公共団
体に限る

■提供条件（目的）
○特になし

■提供条件
○検討中

G空間情報センターの役割



G空間情報センターが扱うことが想定される情報

①汎用性が高く基礎的な情報や、防災等の利用ニーズの高い情報
＜基礎的な情報の例＞
行政区域、大字町丁目、鉄道ネットワーク

＜防災関係の情報の例＞
地形、地質、標高、建物分布、粗度係数、土砂災害警戒区域、ハザードマッ
プ、避難場所・避難所、災害履歴、車のプローブ情報、携帯電話の位置情報、
河川水位、気象情報

②一括検索や入手が困難な情報
＜例＞
都市計画図、地区計画、台帳付図、工事図面、用途地域

③国等により一括して提供されている情報
＜例＞
基盤地図情報、国土数値情報



G空間情報センターの運営体制

G空間情報センター
運営協議会（仮）

G空間情報センター
運営主体

情報保有者

情報利用者 ユーザー国

国、自治体、非営利団体
研究機関、企業等

自治体

企業・団体

データ
検索

データ 各種
サービス

G空間情報センター運営主体
G空間情報センターの実施主体。
システムを運営し、情報保有者や情報利用者等との契約を行う主体。
公平性・競争性・透明性の観点から、広く公募で決定する。

G空間情報センター運営協議会（仮）
産学官から構成する。
G空間情報センターの運営に対する助言や、地方公共団体等との関係構築への
支援等を行う。



１．公益的な法人格
契約締結が必要なため、法人格が必要。
公益財団法人、公益社団法人、一般財団法人、公益財団法人、NPO法人 等

G空間情報センターの運営主体1

運営主体を選定する際は、以下の観点に留意する。

２．組織体制
①定款

G空間情報センターの運営が可能な定款が必要

②人員体制
技術的な知見を有する担当責任者を１名以上配置する。
空間情報総括監理技術者等の地理空間情報に関する有資格者が従事すること。

③利用者への対応窓口
利用者に対する問合せ窓口を設置すること。



３．財務基盤
・センターの継続した運営が可能な財務状況であること。
・３ヵ年の事業収支計画を提示すること。

４．実績
地理空間情報を取り扱う事業、及び他団体との連携による事業運営の実績を有すること。

５．その他
Ｇ空間情報センター運営協議会へ参画すること、他

G空間情報センターの運営主体2
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国土交通省
統合災害情報システム
(DiMAPS)の概要

(Integrated Disaster Information 

Mapping System)



DiMAPS整備の背景・目的(1)

統合災害情報システム(DiMAPS)開発の必要

大規模かつ広範囲に及ぶ災害（ex. 東日本大震災）
道路を始めとする交通ネットワーク等の被害状況

どこが被災しているのか、どこが通れるのかといった、インフラや交通関連の被害情報を、一元的
にかつわかりやすく集約・共有・表示出来る仕組みが構築されていない。

【背景・必要性】

・初動段階から全体像を把握
・現場と本部の間で情報を共有
・情報を迅速な対策につなげる

人命救助や救援物資輸送に重要

【現状・課題】

東日本大震災では、
関係部局から集め
た情報を地理院が
地図上に集約するこ
とで対応



DiMAPS整備の背景・目的(2)

災害発生前に整備された基本情報及び災害発生時に各情報源からオンラインで提供される各種情報
を集約し、即時に電子地図上に統合表示して共有し迅速に把握することができるシステムとして構築
（整備：国土地理院、運用：水管理・国土保全局）

災害発生時に各情報源からの膨大な情報
が即時に集約され、１枚の地図上で共有す
ることにより、防災センターや地方整備局等
での迅速な状況把握及び的確な対応がこれ
に基づき可能となる。

効果

オペレーション 統合災害情報システム

情報テーブル・PC端末等

情報参照

各システム

WEB サーバ

一般国民
情報参照

エクスポート

情報入力

情報提供

情報

(Integrated Disaster Information Mapping System)



DiMAPSのシステム構築の考え方

ベース地図として、地理院地図を利用

被害報 等

防災センター

背景地図

震度情報

防災ヘリ

現地情報等

事前情報

－政府で統一して使用される、信頼性の高い地図
－著作権やセキュリティの問題がなく、費用負担なしにだれもが利用可能
－主要な地図情報は迅速に更新され、最新の状態に維持される

汎用性が高く、利活用が容易なデータ形式を利用

－利用者側の環境はウェブブラウザを利用するので、OSを問わない
－ウェブブラウザ上では、地理院地図にも使用されている軽量・汎用のleaflet

ライブラリを利用
－データ形式・提供方法には、画像タイル(TMS)形式、ベクトルタイル

(GeoJSON)形式など、汎用的な規格を利用しているため、他機関でのデー
タ利用も容易

既存のデータ収集の仕組みを生かした情報入力

－各部局からの被害報（後述）収集の流れはそのまま利用
－被害報の表形式ファイルを直接取り込んで処理・表示する
－DiMAPSのための追加の労力はほぼ不要



DiMAPSの特徴(1)

素早く集めて、どこでも誰でも見ることが可能に。

全部まとめて、自由な大きさで見ることが可能に。

DiMAPSは、震度情報や被災地の空中写真、被害情報などを、ほぼ
リアルタイムで地図上に表示します。このため、被害状況を迅速に
把握し、共有することが可能になります。

DiMAPSは、国土交通省が収集するインフラや交通関連の被害情報
を集約して、拡大・縮小可能なシームレスな地図上で、統合して表示
します。これにより、被害状況の全体像の把握と、その後の的確な
意思決定を支援します。

被害報 等

防災センター

背景地図

震度情報

防災ヘリ

現地情報等

事前情報



DiMAPSの特徴(2)

素早く集めて、どこでも誰でも見ることが可能に。

従来は表形式でまとめられていたインフラや交通関連の被害情報を
地図上に表示（一部は表形式のみ）し、可視化することができます。

災害発生時に、災害の状況、国土
交通省の対応状況、インフラ等の被
害状況等を取りまとめ、国土交通省
HPで被害報として公開

（http://www.mlit.go.jp/saigai/）

被害報とは 被害報の例

（略）

整形テキスト・表形式などとして記載



DiMAPSの特徴(3)

被害報の表示例

台風23号による被害状況
（10月9日6:00現在）

• 道路、鉄道等の交通網の被
害を地図上に表示

• 属性（運休状況の詳細）の
ポップアップ表示が可能

• 表形式での表示も可能

素早く集めて、どこでも誰でも見ることが可能に。

従来は表形式でまとめられていたインフラや交通関連の被害情報を
地図上に表示（一部は表形式のみ）し、可視化することができます。



DiMAPSの特徴(4)

平常時から整備・提供されている、インフラ（公共施設）、交通網、ハザード情報など、災害発生前後にも
役立つ情報（事前情報）も地図上に表示可能

事前情報には、主とし
て国土数値情報を利用

国土数値情報とは、国土政策
局国土情報課が提供している
国土に関する基礎的な空間
データセットです。
URL:http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/

事前情報の表示例
以下を表示
• 高速&IC（緑線・青点）
• 鉄道路線＆駅（紫線・黄点）
• 病院
• 水位観測所

素早く集めて、どこでも誰でも見ることが可能に。



DiMAPSの特徴(5)

防災ヘリが撮影した高画質な画像をリアルタイムで表示。また、TEC-FORCEの活動状況を現場から
ダイレクトに送信・表示することで、迅速に状況を把握し、共有することが可能。

（左）：ヘリサットシス
テムで撮影された画
像をリアルタイムに処
理し、地図に重なる形
に表示

（右）：現地から位置
情報付きの携帯メー
ルとして送られた画像、
テキストをDiMAPSに
登録可能 被災直後のヘリサット画像を重ね合

わせることで被害箇所を把握

現場から送られた位置情報
付きのメールを表示すること
で現場の状況を把握

素早く集めて、どこでも誰でも見ることが可能に。



DiMAPSの特徴(6)

作図ツールボックス

点

線面

円
付箋

他システムで作成したファ
イル(KML, GeoJSON,

SHAPE)も取り込み可能

作成した作図情報は、ファイル(KML,GeoJSON)に

出力できるほか、「被害情報」としてシステムに登録し、
他の利用者と共有・表示することが可能

口永良部島噴火の例（同心円、降灰範囲（橙色）、
メモ（付箋）等を作図・表示）

利用者自らが、点、線、面、円、付箋を地図上に作図・取り
込みし、共有することが可能（内部利用者向け機能）



DiMAPSの特徴(7)

全部まとめて、自由な大きさで見ることが可能に。

各システムや現場等から入力される様々な情報を任意に選択し、ウェブ地図上で重ね合わせることで、
被害状況等を把握することができます。

東京湾を震源とする地震（ 9月12日）の震央・震度分布と、
国土交通省施設の位置を重ねて表示

チリ沖で発生した地震（ 9月17日）による津波に関する情
報（注意報）と、実際に観測された津波の情報および港湾
の位置を重ねて表示

連絡が必要な施設等が一目
で把握可能

被災可能性のある範囲、施
設等が一目で把握可能



DiMAPS掲載情報の公開(1)

•内部システムから必要な情報
を選択後、ファイル一式を出
力し、WEBサーバに展開する
ことで、公開用ウェブサイトが
作成可能。

•公開用ウェブサイトでは、情報
の参照が可能。（情報の登
録・修正は不可）

•被害報は、国土交通省の利
用規約に従い、複製、公衆送
信、翻訳・変形等の翻案等、
自由に利用可能。商用利用も
可。

統合災害情報システム

情報参照

防災担当者

事前情報

被害情報

公開情報を選択・出力

公開情報

公開用Webサイト

防災担当者

情報参照

一般国民

各システム

情報
入力

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0CAcQjRw&url=http://www.sozai-library.com/sozai/637&ei=-qq8VMDiA8PlmAXWuYCQAw&bvm=bv.83829542,d.dGY&psig=AFQjCNGUN299iwQjZD_tcY2QK2UEDaXD5A&ust=1421737078624541
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0CAcQjRw&url=http://www.sozai-library.com/sozai/637&ei=-qq8VMDiA8PlmAXWuYCQAw&bvm=bv.83829542,d.dGY&psig=AFQjCNGUN299iwQjZD_tcY2QK2UEDaXD5A&ust=1421737078624541


DiMAPS掲載情報の公開(2)

国土交通省トップページの
バナーをクリック

バスターミナル、港湾、空港、下水道処理施設、公園、
土砂災害等の被害情報を地図上又はリストで表示

ダム、高速道路、鉄道路線・駅、バス
ターミナル、港湾、空港、ヘリポート、
下水道処理施設、公園、官公庁施設、
病院、避難施設等を地図上で表示

が扱う事前の登録情報

土砂災害危険箇所 浸水想定区域

緊急輸送道路 道の駅

が扱う被害情報

河川・ダム 道路 鉄道・フェリー

httphttp://www.mlit.go.jp/saigai/dims/index.html

見たい情報をクリック
• 最新災害の最新情報
• 最新災害の過去情報
• 過去の災害の情報



DiMAPSの利活用（関東・東北豪雨における事例）

越流地点（×印）から水海道
市街地まで浸水（9月11日）

大きな浸水域は水海道市街
地付近のみ（9月14日）

浸水範囲のほぼ全域で排水
完了（9月20日）

ヘリサット画像で現地の様子をリアルタイムに把握

災害の概況を迅速に把握するのに有効（正確な図化・計測には不適）



DiMAPSの利活用（関東・東北豪雨における事例）

くにかぜⅢ等による緊急撮影に基づき画像を提供、浸水範囲を作成・提供

●空中写真を地図を重なるように補正し、関係機関へ提供するとともにHPで公開

発災前の正射画像（常総地区） 9月11日撮影 9月13日撮影 9月15日撮影 9月29日撮影

推定浸水範囲情
報を表示

浸水被災箇所が的確に確認でき、また、他の情報を重ね合わせ表示し復旧支援等の様々な利用が可能



DiMAPSの利活用（関東・東北豪雨における事例）

くにかぜⅢ等による緊急撮影に基づき画像を提供、浸水範囲を作成・提供

浸水被災箇所が的確に確認でき、また、他の情報を重ね合わせ表示し復旧支援等の様々な利用が可能

9月11日13:00時点 9月13日10:40時点 9月16日10:20時点9月14日10:40時点



DiMAPSの利活用（関東・東北豪雨における事例）

関東地方に多数の通行止め地
点が帯状に出現（9月10日）

福島県・宮城県に多数の通行止め
地点が帯状に出現（9月11日）

通行止め地点は関東～近畿地
方にまばらに分布（9月10日）

情報を可視化することで、大量の情報を
視覚的に伝達・共有することが可能

関東・東北豪雨における事例（道路通行止め情報）



DiMAPSの利活用事例(今後)

被害情報と事前情報の位置関係を可視化する
ことで、災害対応をより的確に行える可能性

DiMAPSでは、平常時から準備されている事前情報（ハザード

情報＆各種施設位置）と被害情報を、一つの背景地図の上に
表示することが可能

各機関データ

インフラ被害情報

現場写真（メール
送信）

レーダ雨量

写真

地図

背景
地図

各種施設情報

ハザード情報

事前
情報

災害対策車両位
置

ヘリサット

CCTV

地震・津波情報

被害
情報

・・・

浸水想定区域に、実際の浸水範囲
（青線；９月１１日時点）と各種施設
（市役所・避難施設）を重ねて表示



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismGeospatial Information Authority of JapanMinistry of Land, Infrastructure, Transport and TourismGeospatial Information Authority of Japan

国土地理院の
G空間情報活用推進施策



国土地理院のG空間情報活用推進施策
（「基本測量に関する長期計画」の二本柱）

• 地理空間情報の整備力・活用力の向上の全国レ
ベルでの推進

• 新産業の創生や国民の利便性向上等のための
行政機関などが保有する地理空間情報の流通・
活用の促進

地域連携の推進

産業発展の支援



地域連携の推進：取組の背景
地理空間情報活用推進基本法第７条(平成十九年五月三十日法律第六十三号)

国は、国、地方公共団体、関係事業者及び大学等の研究機関が相互に連携を
図りながら協力することにより、地理空間情報の活用の効果的な推進が図られる
ことにかんがみ、これらの者の間の連携の強化に必要な施策を講ずるものとする。

地理空間情報活用推進基本計画(平成二十四年三月二十七日閣議決定)

４．地理空間情報の整備と活用を促進するための総合的な施策
(3)関係主体の推進体制、連携強化
②国と地方公共団体との連携・協力

• 国は、基盤地図情報や電子国土基本図をはじめとする地理空間情報の整備・
更新に利用可能な、国の各機関や地方公共団体が整備・保有する地理空間
情報の効率的な活用や共有のための連携体制をそれぞれの地域の実情を踏
まえ構築する。

• 国が整備したこれらの地理空間情報が地方公共団体においても有効に活用
されるための連携を強化する。

地域連携の推進



コンテンツ
ビジネス
の
拡大

地域連携の推進：
デジタル化・オープンデータ化の進展

拡張

縮減 基盤地図情報

個別紙地図への重複的対応

主題A 主題B 主題C

基盤的紙地図の重複的整備

基図X 基図Y 基図Z

デジタル化・
オープンデータ化

の進展

地理空間情報
の活用促進

新鮮・詳細・
高精度の

測量成果への期待
公共測量による高品質
情報の整備･更新

情報化施工
IT農業



地域連携の推進：国土地理院の取組

電子国土基本図等の整備・更新

精度・鮮度の向上

迅速更新、面的更新

都市計画図
道路台帳附図

活用支援指導・助言、成果審査 国土地理院
地方測量部・支所

計画書

指導・助言
審査

地理空間情報

公共測量成果

地域連携公共測量

国・地方公共団体等における電子国土基本図等の活用の促進、及び公共測量成果を活用した電子国土基本
図等の円滑な整備・更新のため、国・地方公共団体等との連携を推進する。

地理空間情報の
相互活用

成果提出

国 ・ 地 方 公 共 団 体

①地理空間情報の活用促進
国・地方公共団体等に対して、地理空間情報の効果的、効率的な活用について支援を行い、電子国土基本図等の利用促進を
図る。 （担当者会議、産学官連携協議会）。
②国・地方公共団体等との協力関係の構築と発展
国・地方公共団体等との協力関係を構築し、地理空間情報の相互活用を図る。

活用支援

協力関係

地域におけるきめ細かな地理空
間情報の活用推進体制を構築

地理空間情報を活用し
た行政事務の効率化

公共測量の正確さと成
果の品質の確保等

目
的

内
容



地理空間情報の活用促進のための協力協定
施策の内容

• 地方公共団体と国土地理院がお互いに保有する地理空間情報の相互活用を行い、連携・協力を強化します。

• 災害対応及び平時において相互に情報の共有を図り、迅速かつ効果的な防災・減災の推進に向けて協力します。

• 地理空間情報の相互活用の推進に役立つ技術等の活用について、相互に支援します。

地方公共団体 国土地理院

都市計画図

道路等関係図面

空中写真

数値地図

標高データ

旧版地図

各種地図データの整備

協定締結

ソフトウェア等の貸与・操作指導

電子国土基本図・基
盤地図情報の更新

①行政コスト節減ができる
②行政事務効率化ができる

③災害対応や平時の防災
業務が円滑に実施できる

メリット

被災地域の写真・地形図等の提供

地図の迅速
な更新

緊急撮影※

電子国土基本図の大判印刷

技術支援

災害対応の協力

メリット

公共施設の新設・移転情報

電子国土基本図

地理空間情報の
相互活用

情報の共有

対応窓口確定により災害時の
円滑なデータ受け渡しが可能

※緊急撮影：国土地理院災害対策本部又は災害対策連絡会議で決定



地理空間情報の協力協定の締結で、行政の３つの「できる」が実現します

１．行政コストの節減ができる

３．災害対応が円滑に実施できる

２．行政事務の効率化ができる

国土地理院の地図データを無償で活用でき、行政コス
トの節減となります。
協定を締結した静岡県では、約4,100万円（H24年度）の節減になった。

国土地理院の地図データを活用することで、各部署の
行政事務が効率化できます。

協定を締結した神奈川県寒川町では、地理院からのデータ提供と技術支
援を受けて、都市計画情報のホームページをリニューアルした結果、窓口
や電話での問合せが大幅に減少。
（問い合わせ件数： 約70件/月→ 約10件/月）

窓口が確定するので、災害時に、円滑にデータを受け
渡すことができます。
平時においても防災業務へ地図データを活用できます。
協定を締結した静岡県では、東海・東南海・南海地震が発生した際の津波
の浸水域を想定するにあたって、国土地理院からテータを入手、地震被害
想定の基礎資料を作成・公開。

その結果……

行政コストの削減で新たな
行政サービスの提供が実
現し、利便性が向上。

行政情報を地図に重ねて
示すことで、行政事務の見
える化が進み、生活の利
便性が向上。

災害時には、被災状況を
いち早く知ることができる
ため、早めの避難が可能。

また平時には、公開情報
から災害に対する備えも
可能。

○

（例）

○

（例）

○

○

（例）

１）

２）

３）



（静岡県HPより抜粋）



行政事務
の効率化

寒川町では、都市計画情報をホームページから
公開（平成23年1１月）しているが、平成26年10月、
地理院地図を背景にした「e‐マップさむかわ」とし
て、防災・施設・観光情報を追加しリニューアル公
開した。追加した防災情報には、国土地理院の地
形分類データを活用し、地形と災害の関係などの
情報を住民へ提供している。

e‐マップさむかわ（寒川町） 【行政事務の効率化】

【利用団体】

【概要】

寒川町のホームページより引用
http://www.town.samukawa.kanagawa.jp/~gis/index.html

神奈川県寒川町都市建設部都市計画課

平成26年度電子国土功績賞受賞

都市計画情報

観光防災 施設

地理情報サービス
のリニューアル
（ H26.10）

庁内に都市計画
情報閲覧コーナー
を設置（ H26.9）

平成26年9月に、都市計画情報（紙地図）の庁内閲覧コー
ナーを設置すると、窓口・電話問合せ件数が半減した。
さらに、平成26年10月の「e‐マップさむかわ」リニューアル
後は、 アクセス数の著しい増加に対して、リニューアル前は
約70件/月あった窓口・電話問合せが10件/月程度となるな
ど、職員による対応など行政事務の効率化が図られている。
【各件数の推移グラフ参照】

【効果】

窓口や電話での
直接対応

会社・自宅等で
自由に閲覧



静岡県第4次地震被害想定関連資料より抜粋 http://www.pref.shizuoka.jp/bousai/4higaisoutei/shiryou.html

静岡県第4次地震被害想定関連資料 津波浸水域図の例

災害対応の円滑化



産業発展の支援：地理院地図
最新の地形図のほか、1000以上の様々な情報を
軽快に表示。

様々な情報
（1,000レイヤ以上）

地形図（小縮尺～大縮尺）

写真（オルソ、単写真）

地形分類

災害情報

スマートフォン、
タブレットからも利用可能（今年1月～）



産業発展の支援：地理院地図
知りたい場所の標高、緯度経度が確認できる。
地図や写真を3D表示にして地形の様子の確認も可能。

地形図

空中写真

標高、
緯度経度の確認

3Dプリンタ用
データダウンロード

3D表示

写真



産業発展の支援：地理院タイル

地形図
写真
地形分類

災害情報

国の機関、地方自治体等の様々なシステムで利用いただいている。

【地理院タイル】
地理院地図の各種データを
他のシステムやアプリなどで
利用いただけるよう
インターネットから配信



産業発展の支援：地理院地図パートナーネットワーク

情報共有・意見交換

受託開発者 ツール提供者

国土地理院

エンドユーザ

「地理院地図
パートナーリスト」は公表

地理院タイルの活用推進を目的として、外部技術者（受託開発者、
ツール提供者）をパートナーとした参加型のネットワークを構築

第1回会議
2014-11-20

第2回会議
2015-02-04 例）地理院地図・地理院タイルの

技術的方向性について提案

平成27年8月31日現在
83の受託開発者と
47のツールの参加



さまざまな応用が広がっています

地理院地図の運用、地理院タイルの配信



電子国土賞



電子国土賞2014



防災アプリの公募



平成27年度受賞作品（１）



平成27年度受賞作品（２）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismGeospatial Information Authority of JapanMinistry of Land, Infrastructure, Transport and TourismGeospatial Information Authority of Japan

ご清聴ありがとうございました。

お問い合わせ先

国土地理院 四国地方測量部
（地域連携担当）

gsi-si-kiban@ml.mlit.go.jp


